
第75期

定時株主総会
招集ご通知

日 時

2026年６月23日（火曜日）午前10時
(受付開始：午前９時)

場 所

名古屋市中区栄三丁目15番33号
栄ガスビル ５階 栄ガスホール
※末尾の「株主総会会場ご案内略図」をご参照ください。

株主総会にご出席されない場合
2026年６月22日（月曜日）午後５時30分まで
インターネット又は書面により議決権を行使くださいますよ
うお願い申し上げます。
なお、書面により議決権を行使される場合は、通常郵便と比
べて到着に時間を要しますので、お早めのご投函をあわせて
お願い申し上げます。

証券コード：9913

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）４名
選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役
３名選任の件

第４号議案 当社株式等の大規模買付
行為に関する対応方針
（買収への対応方針）継
続の件
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株 主 各 位 証券コード 9913
2026年６月3日

(電子提供措置の開始日 2026年５月25日)

名古屋市中区錦一丁目10番１号
日邦産業株式会社

代表取締役社長 岩 佐 恭 知

第75期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第75期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますこと、ご通知申し上げます。
なお、本株主総会前の６月19日（金）に有価証券報告書を開示予定ですので、あわせてご高

覧ください。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第75期定時株主総会招集ご通知」、「第75期定時株主総会招集ご通知 第75期報告書」及
び「第75期定時株主総会その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）」として電子提供措置
事項を掲載しております。
【当社ウェブサイト】
https://www.nip.co.jp/ir/ir_soukai/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
【株主総会資料掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/9913/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「日邦産業」又は「コー
ド」に当社証券コード「9913」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択
して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。
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なお、当日のご出席に代えてインターネット又は書面によって議決権を行使することができま
すので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討いただき、2026年
６月22日（月曜日）午後５時30分までに到着するよう①当社の指定する議決権行使ウェブサイ
トにより議決権をご行使、又は②同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示の上、ご郵送いただき
たくお願い申し上げます。

敬 具
記

１ 日 時 2026年６月23日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時）

２ 場 所 名古屋市中区栄三丁目15番33号
栄ガスビル ５階 栄ガスホール

３ 目的事項 報告事項 １ 第75期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業
報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連
結計算書類監査結果報告の件

２ 第75期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算
書類報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選

任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 当社株式等の大規模買付行為に関する対応方針（買

収への対応方針）継続の件
以 上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を、会場受付にご提出くださいますようお願い申し
上げます。

◎電子提供制度の施行に伴い、招集通知等の総会資料は、ウェブサイトに掲載し提供する方法に変更されており
ますが、本株主総会につきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した
書面をお送りしております。

◎電子提供措置事項のうち、「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、上記各ウェブサイトに掲載し
ておりますので、法令及び当社定款第12条の規定に基づき、本招集ご通知及び報告書には記載しておりませ
ん。したがって、本招集ご通知及び事業報告で提供する連結計算書類及び計算書類は、会計監査人及び監査等
委員会が会計監査報告及び監査報告の作成に際して監査した連結計算書類及び計算書類の一部であります。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。
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議決権行使方法についてのご案内
議決権の行使には以下の３つの方法がございます。

株主総会にご出席されない場合
１ 書面による議決権行使

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただきご送付く
ださい。議決権行使書用紙において、議案に賛否の表示がない場合は、
賛成の意思表示があったものとして取り扱います。

行使期限
2026年６月22日（月曜日）午後５時30分必着
※通常郵便と比べて到着に時間を要しますので、お早めのご投函をお願
い申し上げます。

２ インターネットによる議決権行使
後記（５ページ〜６ページ）のインターネットによる議決権行使のご案
内をご高覧の上、画面の案内に従って、賛否を入力してください。

行使期限
2026年６月22日（月曜日）午後５時30分まで

当日株主総会にご出席の場合
当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知をご持参いただくととも
に同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申し上げます。

株主総会開催日時
2026年６月23日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時）



お手持ちのスマートフォンに
て、同封の議決権行使書用紙
（右側）に記載の「ログイン用
QRコード」を読み取る。

画面の案内に従って各議案の賛否を選択

※QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議案賛否方法の選択画面が表
示されるので、議決権行使方
法を選ぶ。

議決権行使書用紙（右側）

１. QRコードを読み取る ３. 各議案の賛否を選択

２. 議決権行使方法を選ぶ
画面の案内に従って行使完了です。

■スマートフォンの場合　QRコードを読み取る方法
「ログイン用QRコード」を読み取りいただくことで、「ログインID」及び「仮パスワー
ド」が入力不要でログインいただけます。
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インターネットによる議決権行使のご案内
インターネットによる議決権行使は、スマートフォン又は

パソコン等から議決権行使ウェブサイトにアクセスいただき、
画面の案内に従って行使していただきますようお願いいたし
ます。

議決権行使期限
2026年６月22日（月曜日）

午後５時30分まで



お手元の議決権行使書用紙（右側）に記２.
載された「ログインID」及び「仮パス
ワード」を入力

「ログイン」をクリック

１. 議決権行使ウェブサイトにアクセスする

ご注意事項
送郵、は合場るれさ使行を権決議りよトッネータンイ ■

によるお手続きは不要です。
さを使行権決議に重二、りよにトッネータンイと送郵 ■

れた場合は、インターネットによる議決権行使の内容
を有効として取り扱わせていただきます。

使行権決議りたわに数回数複、りよにトッネータンイ ■
をされた場合は、最終に行われた議決権行使の内容を
有効として取り扱わせていただきます。

るす関に法方作操のトイサ使行権決議 【
お問い合わせについて】
三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部

0120－173－027
（通話料無料、受付時間：9：00～21：00）

■ ログインID・仮パスワードを入力する方法

議決権行使ウェブサイト

https://evote.tr.mufg.jp/

以降は画面の案内に従って賛否を
ご入力ください。

「次の画面へ」をクリック
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株主総会参考書類
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議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、金銭配当を株主還元の柱に置き、「持続的な利益成長に合わせた増配」を基本方針と
して、配当総額、配当性向ともに持続的に向上させていくことを目指しております。この方針に
基づき、当期の期末配当につきましては、「中期経営計画2025」の連結営業利益の3か年累計額
の目標値を達成したこと及び2026年3月期の営業利益が当社にとって大台となる営業利益20億
円を上回ったことを踏まえて、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類

金銭といたします。

（2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金154円（うち、経営目標の達成にかかる特別配当76円）とい
たしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、1,402,598,736円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生ずる日
2026年６月24日（水曜日）といたしたいと存じます。



再　任
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名の全員が本総会終結の時をもって任期満了と
なりますので、次の４名の取締役の選任をお願いするものであります。
なお、本議案につきましては、指名・報酬委員会の答申を得ており、また、監査等委員会から

すべての取締役候補者について、当社取締役会が取締役候補者の指名を行うにあたっての方針及
び手続きに定める選任基準を満たしていることに加え、各選任理由を踏まえて適任である旨の意
見を得ております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号

１
いわ さ やす ちか

岩 佐 恭 知
生年月日 所有する当社株式の数 当期における取締役会出席状況 取締役在任期間

1959年２月26日生 159,296株 13/13回（100％） 13年

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1981年４月 当社入社
1986年４月 当社製造部門 金型技術課長
2002年４月 当社商事部門 海外営業部長
2008年９月 NIPPO（HONG KONG）LTD.董事長
2012年４月 当社業務執行役員（現、執行役員）

2013年４月 当社中華圏・海外商事統括
2013年６月 当社取締役
2014年４月 当社エレクトロニクス事業本部長
2016年４月 当社代表取締役社長（現任）
2019年６月 当社代表取締役社長兼メカトロニクス本部長

取締役候補者の活動概況、期待役割と取締役候補者とした理由
岩佐恭知氏は、「中期経営計画2019」「中期経営計画2022」の定量目標をいずれも達成し、「中期経営計画2025」においても、当社

にとって大台となる営業利益20億円の目標も達成いたしました。同氏は、当社取締役会が定める取締役の選任基準を満たし、「長期経
営目標2031」に掲げる長期ビジョンを実現するために必要となる強い意志とリーダーシップを有していることから、引き続き取締役
候補者としました。
候補者と当社との特別の利害関係
特別の利害関係はありません。

...............................................................................................................................................................................................................................................
（注）１．当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約（D&O保険）を締結しており、岩佐恭知氏の選任が承認可決

された場合には当該保険契約の被保険者となります。
当該保険契約では、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受ける
ことによって生ずることの損害が補填されます。
但し、故意又は重過失に起因して生じた当該損害は補填されない等の免責事由があります。

２．岩佐恭知氏の所有する当社株式の数は、2026年３月31日現在における役員持株会の持分を含む当社株式の数を記載してお
ります。



再　任
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候補者番号

２
なか むら あつ し

中 村 篤 志
生年月日 所有する当社株式の数 当期における取締役会出席状況 取締役在任期間

1969年11月10日生 18,006株 13/13回（100％） ７年

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1994年４月 当社入社
2011年４月 当社エレクトロニクス事業本部営業１課 課長
2014年４月 当社エレクトロニクス事業本部営業２課 副部長
2015年４月 当社エレクトロニクス事業本部営業２課 部長

2016年４月 当社執行役員
当社エレクトロニクス事業本部（現、商事本部）
本部長（現任）

2019年６月 当社取締役（現任）

取締役候補者の活動概況と期待役割
中村篤志氏は、取締役商事本部長として「エレクトロニクス」セグメントを統括し、2019年度の取締役就任以降、「メーカー機能を

備えた材料・部品商社として発展する」という事業ビジョンのもと同セグメントの利益を伸長させ、「中期経営計画2025」の営業利益
目標の達成に貢献いたしました。今後も、取締役商事本部長として、同セグメントに利益率の高い製造事業を取込みながら更なる利益
成長を図り、取締役会への説明責任を果たしていく役割を担ってまいります。

取締役候補者とした理由
中村篤志氏は、当社取締役会が定める取締役の選任基準を満たし、「長期経営目標2031」に掲げる長期ビジョンを実現するために必

要となる商事本部の事業統括に関する豊富な経験と実績を有しており、社長を補佐する業務執行者として適任であることから、引き続
き取締役候補者としました。

候補者と当社との特別の利害関係
特別の利害関係はありません。

...............................................................................................................................................................................................................................................
（注）１．当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約（D&O保険）を締結しており、中村篤志氏の選任が承認可決

された場合には当該保険契約の被保険者となります。
当該保険契約では、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受ける
ことによって生ずることの損害が補填されます。
但し、故意又は重過失に起因して生じた当該損害は補填されない等の免責事由があります。

２．中村篤志氏の所有する当社株式の数は、2026年３月31日現在における役員持株会の持分を含む当社株式の数を記載してお
ります。
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候補者番号

３
おか じま ゆう じ

岡 島 雄 二
生年月日 所有する当社株式の数 当期における取締役会出席状況 取締役在任期間

1972年12月８日生 3,258株 13/13回（100％） ２年

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1991年４月 当社入社
2001年４月 当社生産本部一宮工場第１生産グループ

マネージャー
2001年８月 当社生産本部一宮工場 工場長
2011年４月 当社品質保証本部 本部長
2013年４月 当社メカトロニクス事業本部製造統括部

製造部 部長
2014年４月 当社メカトロニクス事業本部製造統括部

副統括部長

2016年４月 NIPPO MECHATRONICS (THAILAND) CO.,
LTD.社長（現任）
当社執行役員

2019年６月 当社メカトロニクス本部 副本部長
2021年４月 当社メカトロニクス本部 本部長（現任）
2023年４月 FNA MECHATRONICS MEXICO S.A. DE

C.V.会長兼社長
2024年６月 当社取締役（現任）

取締役候補者の活動概況と期待役割
岡島雄二氏は、取締役メカトロニクス本部長として、「モビリティ」及び「医療・精密機器」の２つのセグメントを統括し、同本部

長に就任した2021年度以降、同セグメントの課題であった「差別化技術の強化」と「コスト競争力の強化」を図りながら、「中期経営
計画2025」の目標達成に貢献いたしました。今後も取締役メカトロニクス本部長として、同セグメントに新たな機能を取込みながら
更なる利益成長を図り、取締役会への説明責任を果たしていく役割を担ってまいります。

取締役候補者とした理由
岡島雄二氏は、当社取締役会が定める取締役の選任基準を満たし、「長期経営目標2031」に掲げる長期ビジョンを実現するために必

要となるメカトロニクス本部の事業統括に関する豊富な経験と実績を有しており、社長を補佐する業務執行者として適任であることか
ら、引き続き取締役候補者としました。

候補者と当社との特別の利害関係
特別の利害関係はありません。

...............................................................................................................................................................................................................................................
（注）１．当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約（D&O保険）を締結しており、岡島雄二氏の選任が承認可決

された場合には当該保険契約の被保険者となります。
当該保険契約では、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受ける
ことによって生ずることの損害が補填されます。
但し、故意又は重過失に起因して生じた当該損害は補填されない等の免責事由があります。

２．岡島雄二氏の所有する当社株式の数は、2026年３月31日現在における役員持株会の持分を含む当社株式の数を記載してお
ります。
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候補者番号

４
みず ぐち ひろ つぐ

水 口 博 嗣
生年月日 所有する当社株式の数 当期における取締役会出席状況 取締役在任期間

1971年８月１日生 11,778株 ― ―

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1994年４月 当社入社
2004年４月 当社関西支店 営業４課 マネージャー
2011年４月 当社エレクトロニクス事業本部

半導体液晶機器グループ 営業1課 課長
2014年４月 当社エレクトロニクス事業本部 電子部材・化成

材営業統括部 営業企画部 副部長

2016年４月 当社コーポレート本部 経営企画部 副部長
2017年４月 当社コーポレート本部 経営企画部（現、経営企

画部）部長（現任）
2023年４月 当社執行役員（現任）
2023年４月 NIPPO GLOBAL MANAGEMENT CO., LTD.

社長（現任）
2026年４月 当社コーポレート本部 副本部長（現任）

取締役候補者の活動概況と期待役割
水口博嗣氏は、コーポレート本部副本部長及び経営企画部長として、「中期経営計画」「長期経営目標」の立案及び進捗管理の実務を

担うとともに、ESG及びコーポレートガバナンスに関する情報開示や国内外のIR活動に幅広く従事しております。また、NIPPO
GLOBAL MANAGEMENT CO., LTD.の社長として海外グループ会社の経営を担うことで、国内外にわたるグループ経営にかかる企
画及び管理業務も担っております。今後は取締役として、国内外にわたる経営企画の知見を活かし、中長期的な企業価値向上に向けた
経営課題の解決を担ってまいります。

取締役候補者とした理由
水口博嗣氏は、当社取締役会が定める取締役の選任基準を満たし、営業経験を通じた幅広い知見を礎に、「中期経営計画」「長期経営

目標2031」をはじめとする経営計画の立案及び推進から、IR活動等の経営企画業務全般にわたる豊富な経験と、海外グループ会社の
経営実績を有しており、社長を補佐する業務執行者として適任であることから、新たに取締役候補者としました。

候補者と当社との特別の利害関係
特別の利害関係はありません。

...............................................................................................................................................................................................................................................
（注）１．当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約（D&O保険）を締結しており、水口博嗣氏の選任が承認可決

された場合には当該保険契約の被保険者となります。
当該保険契約では、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受ける
ことによって生ずることの損害が補填されます。
但し、故意又は重過失に起因して生じた当該損害は補填されない等の免責事由があります。

２．水口博嗣氏の所有する当社株式の数は、2026年３月31日現在における従業員持株会の持分を含む当社株式の数を記載して
おります。
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第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役５名の全員が本総会終結の時をもって任期満了となりますので、次の
３名の監査等委員である取締役（うち監査等委員である社外取締役２名）の選任をお願いするも
のであります。
なお、本議案に関しましては、指名・報酬委員会の答申を得ており、また、監査等委員会から

全ての取締役候補者について、当社取締役会が取締役候補者の指名を行うにあたっての方針及び
手続きに定める選任基準を満たしていることに加え、各選任理由を踏まえて適任である旨の同意
を得ております。
監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者番号

１
かわ べ ひろ ゆき

川 邊 浩 之
生年月日 所有する当社株式の数 当期における

取締役会出席状況
当期における

監査等委員会出席状況
監査等委員である
取締役在任期間

1958年４月29日生 13,475株 13/13回（100％） 11/11回（100％） ４年

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1983年４月 当社入社
1996年４月 当社生産本部 開発技術部１部統括マネージャー
2001年４月 当社生産本部 金型技術部２課マネージャー
2001年８月 当社生産本部 マーケット企画開発部

ゼネラルマネージャー
2003年４月 NIPPO (HONG KONG) LTD.総経理（深圳

駐在）

2011年４月 当社精密機器事業本部長
2012年４月 当社業務執行役員（現、執行役員）
2014年１月 NK MECHATRONICS CO., LTD.社長
2017年４月 当社コーポレート本部 稲沢事業所

拠点長
2022年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）

取締役候補者の活動概況、期待役割と取締役候補者とした理由
川邊浩之氏は、国内外グループ会社の社長を歴任することで培われた事業運営並びに人事労務に関する豊富な経験と高い見識をもっ

て、監査等委員長として、他の取締役監査等委員（社外）とともに当社及びグループ会社の監査に取組んでおります。同氏は、当社取
締役会が定める取締役及び監査等委員の選任基準を満たしており、当社のガバナンスを維持・向上させるために、引き続き同氏の経験
等を当社経営の監督・監査に生かしたく、常勤の監査等委員である取締役候補者としました。

候補者と当社との特別の利害関係
特別の利害関係はありません。

...............................................................................................................................................................................................................................................
（注）1. 当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約（D&O保険）を締結しており、川邊浩之氏の選任が承認可決

された場合には当該保険契約の被保険者となります。
当該保険契約では、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受ける
ことによって生ずることの損害が補填されます。
但し、故意又は重過失に起因して生じた当該損害は補填されない等の免責事由があります。

２．川邊浩之氏の所有する当社株式の数は、2026年３月31日現在における役員持株会の持分を含む当社株式の数を記載してお
ります。
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候補者番号

２
うめ の つとむ

梅 野 勉
生年月日 所有する当社株式の数 当期における

取締役会出席状況
当期における

監査等委員会出席状況
監査等委員である
社外取締役在任期間

1951年３月６日生 1,954株 13/13回（100％） 11/11回（100％） ６年

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1976年９月 本田技研工業㈱入社
1995年 9 月 Honda Australia Pty., Ltd. 代表取締役社長
1998年 6 月 本田技研工業（株）東アジア大洋州部長
2000年４月 フォルクスワーゲングループジャパン（株）

代表取締役
2001年７月 同社代表取締役社長

Volkswagen AG グループ最高経営メンバー

2005年５月 日本自動車輸入組合理事長
2008年２月 フォルクスワーゲングループジャパン㈱

代表取締役会長
2009年７月 （株）M&C SAATCHI Managing Partner
2010年６月 三井金属アクト（株） 社外取締役
2015年６月 （株）シモジマ 社外取締役（現任）
2020年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

社外取締役候補者の活動概況と期待役割
梅野勉氏は、グローバル企業で培われた豊富な経営経験と高い見識を有しており、当社固有の異色ある強みづくりと事業ビジョンに

根ざした、持続的な企業価値向上の在り方について、積極的に意見や提言を行っております。また、指名・報酬委員会の長として、持
ち前のリーダーシップをもって、役員報酬制度（金銭報酬）の制改正、取締役の選解任にかかる基準と手続き、サクセッションプラン
（後継者育成計画）を取りまとめた上で取締役会に答申しております。今後も、指名・報酬委員会の長としての役割を果たしつつ、監
査等委員監査、監査等委員会及び取締役会の実効性を向上させていく役割を担ってまいります。

社外取締役候補者とした理由
梅野勉氏は、当社取締役会が定める取締役及び監査等委員の選任基準を満たし、当社のガバナンスを維持・向上させるために、引き

続き同氏の経験等を当社経営の監督・監査に生かしたく、監査等委員である社外取締役候補者としました。

候補者と当社との特別の利害関係
特別の利害関係はありません。

...............................................................................................................................................................................................................................................
（注）１．梅野勉氏は、社外取締役候補者であります。

同氏が社外取締役に就任した場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規定による責任限度額を100万円以上であ
らかじめ定めた金額又は法令が規定する額のいずれか高い額とする責任限定契約を継続する予定であります。
また、同氏は東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定める独立役員として届け出ており、監査等委員である取締役に選任
された場合引き続き独立役員となる予定であります。

２．当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約（D&O保険）を締結しており、梅野勉氏の選任が承認可決さ
れた場合には当該保険契約の被保険者となります。
当該保険契約では、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受ける
ことによって生ずることの損害が補填されます。
但し、故意又は重過失に起因して生じた当該損害は補填されない等の免責事由があります。

３．梅野勉氏の所有する当社株式の数は、2026年３月31日現在における役員持株会の持分を含む当社株式の数を記載しており
ます。
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候補者番号

３
が もう てい いち

蒲 生 貞 一
生年月日 所有する当社株式の数 当期における

取締役会出席状況
当期における

監査等委員会出席状況
監査等委員である
社外取締役在任期間

1957年３月31日生 ― 12/13回（92％） 11/11回（100％） ６年

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1975年４月 名古屋国税局入局
2005年７月 大森税務署副署長
2007年７月 名古屋国税不服審判所国税副審判官
2010年７月 名古屋国税局総務部国税広報広聴室長
2011年７月 名古屋国税局課税第二部消費税課長
2012年７月 伊勢税務署長
2013年７月 名古屋国税局課税第二部法人課税課長

2014年７月 名古屋国税局総務部総務課長
2015年７月 名古屋国税局総務部次長
2016年７月 名古屋国税局徴収部長
2017年８月 税理士登録

蒲生貞一税理士事務所開所 所長（現任）
2020年４月 ㈱丹羽由 社外監査役（現任）
2020年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

社外取締役候補者の活動概況と期待役割
蒲生貞一氏は、税理士として企業税務に携われてきた豊富な経験と高い見識を有しており、成長投資の方向性に加え、長期的な視点

に立った取引上のリスクマネジメントに関する事項について、積極的に意見や提言を行っております。今後も社外取締役として、当社
の中長期的な企業価値向上の取組みと持続的な成長を支えるESGの取組みに資する意見や提言を行う役割とともに、指名・報酬委員会
委員としての役割を果たしつつ監査等委員監査、監査等委員会及び取締役会の実効性を向上させていく役割を担ってまいります。

社外取締役候補者とした理由
蒲生貞一氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、当社取締役会が定める取締役及

び監査等委員の選任基準を満たし、当社のガバナンスを維持・向上させるために、引き続き同氏の経験等を当社経営の監督・監査に生
かしたく、監査等委員である社外取締役候補者としました。

候補者と当社との特別の利害関係
特別の利害関係はありません。

...............................................................................................................................................................................................................................................
（注）１．蒲生貞一氏は、社外取締役候補者であります。

同氏が社外取締役に就任した場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規定による責任限度額を100万円以上であ
らかじめ定めた金額又は法令が規定する額のいずれか高い額とする責任限定契約を継続する予定であります。
また、同氏は東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定める独立役員として届け出ており、監査等委員である取締役に選任
された場合引き続き独立役員となる予定であります。

２．当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約（D&O保険）を締結しており、蒲生貞一氏の選任が承認可決
された場合には当該保険契約の被保険者となります。
当該保険契約では、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受ける
ことによって生ずることの損害が補填されます。
但し、故意又は重過失に起因して生じた当該損害は補填されない等の免責事由があります。
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(ご参考) 役員の構成 (2026年６月23日以降の予定)
当社の中長期的な企業価値向上を図るために、取締役会として備えるべきスキル（専門性と経

験）は下表のとおりです。

取締役 監査等委員

氏名
スキル

（専門性と経験）

岩佐 恭知 中村 篤志 岡島 雄二 水口 博嗣 川邊 浩之 梅野 勉
【社外】
【独立】

蒲生 貞一
【社外】
【独立】

経営戦略 ● ● ●

事業
戦略

営業・
マーケティング ● ● ● ● ●

生産・
技術開発 ● ● ● ●

グローバル ● ● ● ● ● ●

会計・財務・税務 ●

IR・ESG ●

人事労務・人材開発 ● ● ● ● ●

法務・知財
・リスク管理 ●



16

第４号議案 当社株式等の大規模買付行為に関する対応方針（買収への対応方針）継続の件

当社は、2019年４月23日開催の取締役会において、当社の企業価値ひいては株主共同の利益
を確保・向上させることを目的として、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方
に関する基本方針（会社法施行規則第118条第３号に規定されるものをいい、以下、「基本方針」
といいます。）を定めるとともに、この基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び
事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み（会社法施行規則第118条第３号ロ
(2)）の一つとして、当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（以下、「現行プラン」といい
ます。）を導入し、直近では2025年６月24日開催の当社第74期定時株主総会において、現行プ
ランを第75期定時株主総会終結の時まで継続することにつき、ご承認をいただきました。
当社は、経済産業省が2023年８月31日に公表した「企業買収における行動指針―企業価値の

向上と株主利益の確保に向けて―」（以下、「買収行動指針」といいます。）の内容を含む、現行
プラン導入・継続後の買収への対応方針に関する裁判例、実務及び議論の動向等も勘案しつつ、
当社グループの企業価値向上及び株主共同の利益の確保・向上の観点から、現行プランの継続の
必要性を含めそのあり方について検討してまいりました。その結果、大規模買付者による情報提
供、当社取締役会による検討・評価といったプロセスを確保するとともに、当社グループの企業
価値及び株主共同の利益が損なわれることを防止するため、現行プランの継続が必要であるとい
う結論に至り、2026年５月20日開催の取締役会において、本総会において株主の皆様にご承認
いただくことを条件に、現行プランを継続すること（以下、継続後の対応策を「本プラン」とい
います。）、及び、本プランに関する議案を本総会に提出することを、独立社外取締役全員を含む
全取締役の賛成により決議いたしました。
但し、本プランでは、現行プランにおいては、独立委員会について独立社外取締役から構成さ

れる旨を独立委員会規則上も明記していたところ、当社取締役全員が本総会終結の時をもって任
期満了となる一方で、本総会において選任をお願いする取締役のうち独立社外取締役は２名であ
るため、独立委員会を独立社外取締役のみで構成することは不可能となることから、独立委員会
について、当社の業務執行を行う経営陣から独立した、当社社外取締役又は社外有識者（実績の
ある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士、若しくは学識経験者又はこれらに準じる
者）のいずれかに該当する者から構成されることに独立委員会規則を変更いたしました。
なお、上記取締役会には、監査等委員である社外取締役４名を含む当社の監査等委員である取

締役５名全員が出席し、本プランによる買収への対応方針の継続に同意しております。また、本
プランによる買収への対応方針の継続については、独立社外取締役から成る当社の独立委員会の
現任委員全員から賛同を得ております。
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本総会において承認が得られた場合には、有効期間を本総会の日から１年以内に終了する事業
年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで延長するものとされております。
従いまして、本プランによる買収への対応方針の継続につきまして、株主の皆様のご承認をお

願いするものであります。
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当社株式等の大規模買付行為に関する対応方針（買収への対応方針）
Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社取締役会は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の
自由な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの
企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定す
るものではありません。また、株式の大規模買付提案に応じるかどうかは、最終的には株主の
皆様の決定に委ねられるべきであり、そのためにも、株主の皆様に必要な情報が提供され、透
明性・公正性が確保されることが重要であると考えています。
但し、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続け

ることができない可能性がある等、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう
おそれのあるものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは
株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえま
す。
そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の共同利益の確保を実現する者の責務とし

て、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉等を行
う必要があると考えています。

Ⅱ．基本方針の実現に資する特別な取組み
（1）企業価値向上への取組み

当社は、1952年３月に設立し、株式会社日立製作所の化学製品部門（現株式会社レゾナッ
ク）の販売特約店として事業（以下、「商社事業」といいます。）を開始しました。日立製作所
グループの発展とともに、当社も名古屋、東京に商圏を拡げていく中、化学技術の進展により
「軽くて、強く、丈夫で腐らない」をキャッチフレーズとした「樹脂材料」が開発されたこと
を受け、1968年７月に樹脂成形事業を開始し、これら２つの事業を祖業として現在に至って
おります。
現在の商社事業は、株式会社レゾナック及び同社グループの「販売特約店」として拡げてま

いりました国内、中華圏及びアセアンの商圏を基礎として、各お客様との商流における競争優
位を創出することを目的として、「異色性のあるパートナー企業とのネットワークづくり」と
「社員に対する技術その他の教育」に取り組んでおります。

一方の樹脂成形事業は、家電のカテゴリにあたるOA/DI部品から自動車部品、医療機器と事
業領域を拡げつつ、技術面においては、樹脂単品成形から、印刷、組立、他素材インサート、
コイル（巻き線）とその領域を拡げてまいりました。現在の樹脂成形事業は、国内、アセアン
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の商圏を基礎として、各お客様との商流における競争優位を創出することを目的として、近い
将来に起こり得るであろう人件費の高騰及び、国内における人材不足を睨んだ準備として、
「全自動・半自動ライン」の導入を進めております。

今後の当社における企業価値向上策として、商社事業においては、主に「メーカー機能を備
えた材料・部品商社として発展する」という事業ビジョンに沿って、これまで進めてきた「異
色性のあるパートナー企業とのネットワークづくり」を更に前進させること、新商材開発を具
体的なアウトプットとして積み重ねていくこと、及び、メーカー機能の強化による製品ライン
ナップを拡充していくことに取り組んでまいります。また、樹脂成形事業においては、主に高
度な技術の壁を乗り越えて取得した全自動・半自動ラインのグループ企業への横展開を更に前
進させること、「電気特性・信頼性評価技術」、「樹脂と異素材との接合・インサート技術」と
いう差別化技術を強化すること、及び、医療機器部品の国内受託生産体制の構築を進めてまい
ります。
当社は、これらの取組みに加えて、ESGの重要課題（マテリアリティ）として特定したコン

プライアンスの取組みを継続していくとともに、気候変動への対応として、TCFD(気候関連
財務情報開示タスクフォース)提言を踏まえたガバナンス体制の強化に努めるとともに、当社
の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を図っていく所存でございます。

（2）コーポレートガバナンスの強化
当社は、当社のステークホルダーから確固たる信頼を得るためにも、揺るぎないコーポレ

ートガバナンスが必要不可欠であると考え、以下の取組みを進めております。

（企業統治の体制）
当社はコーポレートガバナンスを「株主に代わって、経営の適法性や効率性をチェックする

仕組み」であると捉え、最も適した仕組みとして、株主総会、取締役会、監査等委員会、代表
取締役及び会計監査人を設置し、取締役の職務執行の監督及び監査の体制を整備しておりま
す。また、「内部統制システムに関する基本的な考え方」「内部統制システムの推進体制」をま
とめ、当社及び当社の関係会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制の
整備を図っております。
なお、取締役会は、原則として２ヵ月に１回以上開催し、経営上重要な事項については、常

勤取締役（監査等委員長を含みます。）で構成された経営戦略会議において、事前に十分な審
議を行った上で、取締役会に上申しております。
また、監査等委員会は、原則として２ヵ月に１回以上開催し、経営上の重要な事項、監査等
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委員監査及び内部監査の結果並びに会計監査人による監査結果等について、協議、決議を行っ
ております。

（内部監査及び監査等委員監査）
当社は、社長の直轄部門として内部監査室を設置しており、定期・非定期的（臨時）に社

内業務の実施が会社規定等に正しく準拠しているか否かを調査し、当該監査の結果を社長及
び監査等委員長に報告するとともに、問題点の指摘及び改善勧告を被監査部門に実施してお
ります。
監査等委員監査は、常勤取締役（監査等委員を除きます。）の業務執行の状況を監査する

ために取締役会等の重要会議に出席し、また必要に応じて、常勤取締役（監査等委員を除き
ます。）、執行役員、管理職者及び社員に対して監査を行っております。

（その他）
上記のほか、当社は、最新のコーポレートガバナンス・コードをふまえながら、コーポレー

トガバナンスの強化に取り組んでおります。

Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されること
を防止するための取組み

１．本プランの目的
本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的とし

て、上記Ⅰに記載の基本方針に沿ったものであり、当社株式等の大規模買付行為を行おうとす
る者が遵守すべきルールを明確にし、株主の皆様が適切な判断をするために必要かつ十分な情
報及び時間、及び大規模買付行為を行おうとする者との交渉の機会を確保することを目的とし
ています。
なお、当社は2007年６月28日開催の当社第56期定時株主総会において導入した「当社の

財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」（以下、「旧プラン」とい
います。）を、2009年６月29日開催の第58期定時株主総会終結の時をもって廃止いたしまし
た。しかしながら、現在の日本の資本市場と法制度のもとにおいては、対象となる企業や株主
に対して必要な時間や情報を提供することなく買収を行ったり、一般株主の犠牲のもとに不当
な利益を得ることを目的として買収を行ったりするなど、当社グループの企業価値及び株主共
同の利益を損なうような大規模買付行為がなされる可能性は、引き続き決して否定できない状
況にあります。
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すなわち、2007年９月30日に施行された金融商品取引法改正においては、経営関与に向け
た重大提案行為等を目的とした株式取得には特例報告制度の適用が認められず、５営業日以内
の「大量保有報告書」の提出が義務付けられました。また、公開買付けが開始された場合に
は、発行会社による「買付期間の延長請求」及び「質問権の行使」が可能となりました。ま
た、2026年5月1日に施行された同法改正においては、株券等所有割合が30％超の市場内買
付けも公開買付規制の対象とされることとなるとともに、「大量保有報告書」に関して「共同
保有者」とみなされる者の範囲及び「保有目的」欄の記載内容等の見直しが行われました。し
かしながら、これらの法制のもとでもなお、公開買付けが開始される前における情報提供及び
検討時間並びに交渉機会を法的に確保すること及び一定の割合に至るまでは買集め行為を法的
に制限することができないなど、これらの法制が上場会社の企業価値ひいては株主共同の利益
を損なうおそれのある株式の大規模買付行為に対して必ずしも有効に機能しない可能性を否定
できません。
また、当社は旧プランの廃止以降、自動車市場・医療精密機器市場・エレクトロニクス市場

を成長領域と定め、2018年には①成形品をコアにした、自動車重要保安部品の量産技術の確
立、②ディスポーザブル製品を中心とした医療精密機器の受託生産の拡大、③電子部品を主軸
とした様々な事業領域での次世代商材の探索提供という、それぞれの成長領域に対応した３つ
の長期ビジョンを策定し、さらに2020年には、中期経営計画2028の期間満了時の姿として、
①Tier２メーカーからTier1.5メーカーへ進化する、②医療機器部品のOEMメーカーとして発
展する、③メーカー機能を備えた材料・部品商社として発展するという長期ビジョンへと発展
させた上で、これら成長領域にマッチングする商材の開発に継続して努めております。
これらの成長領域においては、よりお客様の固有のニーズに応えた商材の開発が必要とされ

るため、お客様との間において、緊密に連携しつつ、技術等に関わる機密情報の交換を行って
おります。その結果として、当社は、旧プランの廃止前よりもはるかに多くのお客様の技術等
に関わる機密情報を保有するに至っており、十分な検討がなされない形での当社に対する大規
模買付行為に基づく支配権の異動は、かかる機密情報の流出のおそれと相俟って、このような
お客様を含む当社のステークホルダーとの間の良好な関係を毀損する可能性があります。
かかる状況は、現行プランを継続した昨年と変わっておらず、当社として改めてそのような

大規模買付行為に対する対抗措置の必要性について検討したところ、大規模買付者による情報
提供、当社取締役会による検討・評価といったプロセスを確保するとともに、当社グループの
企業価値及び株主共同の利益が損なわれることを防止するため、本プランが必要であるという
結論に至ったものです。当社としては、本プランは、当社グループの企業価値ひいては株主共
同の利益に資さない大規模買付行為を可及的に排除するために必要かつ有効であり、また大規
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模買付行為開始前に所要の情報提供及び検討期間並びに交渉機会を確保するものであって企業
価値・株主共同の利益の維持・向上に資するものであると考えております。

２．本プランの内容
本プランは、以下の通り、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルー

ルを策定し、その遵守を求めるとともに、大規模買付行為を行おうとする者が本プランを遵守
しない場合、及び大規模買付行為が当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう
ものであると判断される場合の対抗措置を定めています。そして、本プランの内容を適切に開
示することによって、株主及び投資家の皆様並びに当社株式等の大規模買付行為を行おうとす
る者に対し、十分な予見可能性や慎重な投資判断への動機付けを与えるとともに、当社グルー
プの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう当社株式等の大規模買付行為を事前に抑止する
ことを目的としております。
なお、2026年３月31日現在における当社大株主の状況は、別紙１に記載の通りであり、当

社は現時点において当社株式等の大規模買付行為に係る具体的な提案を受けているわけではあ
りません。

（1）本プランに係る手続
① 対象となる大規模買付け等

本プランは以下の(ⅰ)から(ⅲ)までのいずれかに該当する当社株式等の買付け又はこれに
類似する行為（但し、当社取締役会が承認したものを除きます。当該行為を、以下、「大
規模買付け等」といいます。）がなされる場合を適用対象とします。大規模買付け等を行
い、又は行おうとする者（以下、「買付者等」といいます。）は、予め本プランに定められ
る手続に従わなければならないものとします。
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（ⅰ） 当社が発行者である株式等１について、当社の特定の株主の株式等保有割合２が20％
以上となる買付けその他の取得３

（ⅱ） 当社が発行者である株式等４について、当社の特定の株主の株式等所有割合５及びその
特別関係者６の株式等所有割合の合計が20％以上となる当該株式等の買付けその他の取
得７

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
１ 金融商品取引法第27条の23第１項に規定される「株券等」を意味するものとします。以下別段の定めがない
限り同じとします。なお、本プランにおいて引用される法令等に改正（法令名の変更や旧法令等を継承する新法
令等の制定を含みます。）があった場合には、本プランにおいて引用される法令等の各条項は、当社取締役会が
別途定める場合を除き、当該改正後においてこれらの法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条項に読み
替えられるものとします。
２ 金融商品取引法第27条の23第４項に規定される「株券等保有割合」を意味するものとします。以下別段の定
めがない限り同じとしますが、かかる株式等保有割合の計算上、(イ)同法第27条の２第７項に定義される特別関
係者、並びに(ロ)当該特定の株主との間でフィナンシャル・アドバイザー契約を締結している投資銀行、証券会
社その他の金融機関並びに当該特定の株主の公開買付代理人及び主幹事証券会社（以下、「契約金融機関等」と
いいます。）は、本プランにおいては当該特定の株主の共同保有者（金融商品取引法第27条の23第５項に定義さ
れる共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされると当社取締役会が認めた者を含みます。以
下同じ。）とみなします。また、かかる株式等保有割合の計算上、当社の発行済株式の総数は、当社が公表して
いる直近の情報を参照することができるものとします。
３ 売買その他の契約に基づく株式等の引渡請求権を有すること及び金融商品取引法施行令第14条の６各項に規定
される各取引を行うことを含みます。
４ 金融商品取引法第27条の２第１項に規定される「株券等」を意味するものとします。以下(ⅱ)において同じと
します。
５ 金融商品取引法第27条の２第８項に規定される「株券等所有割合」を意味するものとします。以下別段の定め
がない限り同じとします。なお、かかる株式等所有割合の計算上、当社の総議決権の数は、当社が公表している
直近の情報を参照することができるものとします。
６ 金融商品取引法第27条の２第７項に定義される特別関係者をいいます。但し、同項第１号に掲げる者について
は、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除きます。な
お、(i)共同保有者及び(ⅱ)契約金融機関等は、本プランにおいては当該特定の株主の特別関係者とみなします。
以下別段の定めがない限り同じとします。
７ 買付けその他の有償の譲受け及び金融商品取引法施行令第６条第３項に規定される有償の譲受けに類するもの
を含みます。



24

（ⅲ） 上記(ⅰ)又は(ⅱ)に規定される各行為が行われたか否かにかかわらず、当社の特定の
株主が、当社の他の株主（複数である場合を含みます。以下本(ⅲ)において同じとしま
す。）との間で、当該他の株主が当該特定の株主の共同保有者に該当するに至るような
合意その他の行為、又は当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実質
的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して行動する関係８を樹立する行為９

（但し、当社が発行者である株式等につき当該特定の株主と当該他の株主の株式等保有
割合の合計が20％以上となるような場合に限ります。）

② 意向表明書の当社への事前提出
買付者等におきましては、大規模買付け等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該

買付者等が大規模買付け等に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載
した書面（以下、「意向表明書」といいます。）を当社の定める書式により日本語で提出して
いただきます。
具体的には、意向表明書には、以下の事項を記載していただきます。
（ⅰ） 買付者等の概要
（イ）氏名又は名称及び住所又は所在地
（ロ）代表者の役職及び氏名
（ハ）会社等の目的及び事業の内容
（ニ）大株主又は大口出資者（所有株式又は出資割合上位10名）の概要
（ホ）国内連絡先
（ヘ）設立準拠法

（ⅱ） 買付者等が現に保有する当社の株式等の数、及び意向表明書提出前60日間における
買付者等の当社の株式等の取引状況

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
８「当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし
協調して行動する関係」が樹立されたか否かの判定は、新たな出資関係、業務提携関係、取引ないし契約関係、
役員兼任関係、資金提供関係、信用供与関係、デリバティブや貸株等を通じた当社株式等に関する実質的な利害
関係等の形成や、当該特定の株主及び当該他の株主が当社に対して直接・間接に及ぼす影響等を基礎に行うもの
とします。
９ 本文の(ⅲ)所定の行為がなされたか否かの判断は、当社取締役会が独立委員会の勧告に従って行うものとしま
す。なお、当社取締役会は、上記(ⅲ)の要件に該当するか否かの判定に必要とされる範囲において、当社の株主
に対して必要な情報の提供を求めることがあります。
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（ⅲ） 買付者等が提案する大規模買付け等の概要（買付者等が大規模買付け等により取得を
予定する当社の株式等の種類及び数、並びに大規模買付け等の目的（支配権取得若しく
は経営参加、純投資若しくは政策投資、大規模買付け等の後の当社の株式等の第三者へ
の譲渡等、又は重要提案行為等10その他の目的がある場合には、その旨及び内容。なお、
目的が複数ある場合にはそのすべてを記載していただきます。）を含みます。）

③ 本必要情報の提供
上記②の意向表明書をご提出いただいた場合には、買付者等におきましては、以下の手順

に従い、当社に対して、大規模買付け等に対する株主及び投資家の皆様のご判断並びに当社
取締役会の評価・検討等のために必要かつ十分な情報（以下、「本必要情報」といいます。）
を日本語で提供していただきます。
まず、当社は、買付者等に対して、意向表明書を提出していただいた日から10営業日11

（初日不算入）以内に、当初提出していただくべき情報を記載した情報リストを上記②（ⅰ）
（ホ）の国内連絡先に発送いたしますので、買付者等には、情報リストに従って十分な情報
を当社に提出していただきます。
また、情報リストに従い買付者等から提供された情報では、大規模買付け等の内容及び態

様等に照らして、株主及び投資家の皆様のご判断並びに当社取締役会の評価・検討等のため
に不十分であると当社取締役会が合理的に判断する場合には、当社取締役会が別途請求する
追加の情報を買付者等から提供していただきます。
なお、大規模買付け等の内容及び態様等にかかわらず、以下の各項目に関する情報は、原

則として情報リストの一部に含まれるものとします。
（ⅰ） 買付者等及びそのグループ（共同保有者、特別関係者及びファンドの場合は各組合員

その他の構成員を含みます。）の詳細（沿革、具体的名称、資本構成、事業内容、財務
内容、役員の氏名及び職歴等を含みます。）

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
10 金融商品取引法第27条の26第１項、金融商品取引法施行令第14条の８の２第１項、及び株券等の大量保有の
状況の開示に関する内閣府令第16条に規定される重要提案行為等をいいます。
11 営業日とは、行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日をいいます。以下同じとしま
す。
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（ⅱ） 大規模買付け等の目的（意向表明書において開示していただいた目的の詳細）、方法
及び内容（経営参画の意思の有無、大規模買付け等の対価の種類及び金額、大規模買付
け等の時期、関連する取引の仕組み、買付予定の株式等の数及び買付け等を行った後に
おける株式等所有割合、大規模買付け等の方法の適法性を含みます。）

（ⅲ） 大規模買付け等の対価の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用いた数値情
報及び大規模買付け等に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内
容、算定の際に第三者の意見を聴取した場合における当該第三者の名称、意見の概要及
び当該意見を踏まえて金額を決定するに至った経緯を含みます。）

（ⅳ） 大規模買付け等の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体
的名称、調達方法及び関連する取引の内容を含みます。）

（ⅴ） 大規模買付け等に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡がある
場合はその内容及び当該第三者の概要

（ⅵ） 買付者等が既に保有する当社の株式等に関する貸借契約、担保契約、売戻契約、売買
の予約その他の重要な契約又は取決め（以下、「担保契約等」といいます。）がある場合
には、その契約の種類、契約の相手方及び契約の対象となっている株式等の数量等の当
該担保契約等の具体的内容

（ⅶ） 買付者等が大規模買付け等において取得を予定する当社の株式等に関し担保契約等の
締結その他第三者との間の合意の予定がある場合には、予定している合意の種類、契約
の相手方及び契約の対象となっている株式等の数量等の当該合意の具体的内容

（ⅷ） 大規模買付け等の後における当社及び当社グループの経営方針、事業計画、資本政策
及び配当政策

（ⅸ） 大規模買付け等の後における当社の従業員、取引先、顧客及び地域社会その他の当社
に係る利害関係者の処遇等の方針

（ⅹ） 当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策

なお、当社取締役会は、買付者等から大規模買付け等の提案がなされた事実については適
切に開示し、提案の概要及び本必要情報の概要その他の情報のうち株主及び投資家の皆様の
ご判断に必要であると認められる情報がある場合には、速やかに開示いたします。



27

また、当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合
には、その旨を買付者等に通知（以下、「情報提供完了通知」といいます。）するとともに、
その旨を速やかに開示いたします。

④ 取締役会評価期間の設定等
当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、その翌日を起算日として、大規模買付け

等の評価の難易度等に応じて、以下の（ⅰ）又は（ⅱ）の期間を、当社取締役会による評
価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間（以下、「取締役会評価期間」とい
います。）として設定し、速やかに開示いたします。大規模買付け等は、本プランに別段の
記載なき限り、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるべきものとします。

（ⅰ） 対価を現金（円貨）のみとする当社全株式等を対象とした公開買付けの場合には最大
60日間

（ⅱ） その他の大規模買付け等の場合には最大90日間

但し、上記(ⅰ)(ⅱ)いずれにおいても、取締役会評価期間は取締役会が合理的に必要な事
由があると認める場合に限り、延長できるものとします（延長の期間は最大30日間としま
す。）。その場合は、延長期間及び当該延長期間が必要とされる具体的理由を買付者等に通知
するとともに、株主及び投資家の皆様に開示いたします。

当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を
得ながら、買付者等から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値・株
主共同の利益の確保・向上の観点から、買付者等による大規模買付け等の内容の検討等を行
うものとします。当社取締役会は、これらの検討等を通じて、大規模買付け等に関する当社
取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、買付者等に通知するとともに、適時かつ適切に
株主及び投資家の皆様に開示いたします。
また、必要に応じて、買付者等との間で大規模買付け等に関する条件・方法について交渉

し、更に、当社取締役会として、株主及び投資家の皆様に代替案を提示することもありま
す。
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⑤ 対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告
本プランでは、対抗措置の発動等にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除し、取締

役会の判断及び対応の客観性、合理性を確保するための機関として独立委員会を設置し、発
動の是非について当社取締役会への勧告を行う仕組みとしています。独立委員会は、独立委
員会規則（概要については別紙２をご参照下さい。）に従い、当社社外取締役（監査等委員
を含みます。）又は社外の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計
士若しくは学識経験者又はこれらに準じる者）で、当社の業務執行を行う経営陣から独立し
た者のみから構成されるものとします。また、当社は、本総会において本プランによる買収
への対応方針の継続が承認された場合には、本総会後最初に開催される当社取締役会におい
て、別紙３に記載の３氏を独立委員会の委員として選任することを予定しております。
独立委員会は、取締役会評価期間内に、上記④の当社取締役会による評価、検討、交渉、

意見形成及び代替案立案と並行して、以下の手続に従い、当社取締役会に対して対抗措置の
発動の是非に関する勧告を行うものとします。その際、独立委員会の判断が当社の企業価
値・株主共同の利益の確保・向上に資するようになされることを確保するために、独立委員
会は、当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した外部専門家（投資銀行、証
券会社、フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専
門家を含みます。）の助言を得ることができるものとします。
なお、独立委員会が当社取締役会に対して以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に定める勧告をした場合に

は、当社取締役会は、当該勧告の事実とその概要その他当社取締役会が適切と判断する事項
について、速やかに開示いたします。

（ⅰ） 買付者等が本プランに規定する手続を遵守しない場合
独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続につきその重要な点において違反し

た場合で、当社取締役会がその是正を書面により当該買付者等に対して要求した後５営業
日（初日不算入）以内に当該違反が是正されない場合には、当社の企業価値・株主共同の
利益の確保・向上のために対抗措置を発動させないことが必要であることが明白であるこ
とその他特段の事情がある場合を除き、原則として、当社取締役会に対して、対抗措置の
発動を勧告します。

（ⅱ） 買付者等が本プランに規定する手続を遵守した場合
独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守した場合には、原則として、

当社取締役会に対して対抗措置の発動を行わないよう勧告します。
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但し、本プランに規定する手続が遵守されている場合であっても、例えば以下（イ）か
ら（ヌ）に掲げる事由により、当該買付け等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく
損なうものであると認められかつ対抗措置の発動が相当と判断される場合には、例外的措
置として、対抗措置の発動を勧告する場合があります。
（イ）買付者等が真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上

げて高値で当社の株式等を当社又は当社関係者に引取らせる目的で当社の株式等の
取得を行っている又は行おうとしている者（いわゆるグリーンメイラー）であると
判断される場合

（ロ）当社の会社経営を一時的に支配して当社又は当社グループ会社の事業経営上必要な
知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先又は顧客等の当社又は当社グル
ープ会社の資産を当該買付者等又はそのグループ会社等に移転する目的で当社の株
式等の取得を行っていると判断される場合

（ハ）当社の会社経営を支配した後に、当社又は当社グループ会社の資産を当該買付者等
又はそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用することにより、当社
の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすような買付け等である
と判断される場合

（ニ）当社の会社経営を一時的に支配して、当社又は当社グループ会社の事業に当面関係
していない不動産、有価証券等の高額資産等を売却等により処分させ、その処分利
益をもって一時的に高配当をさせるかあるいは一時的高配当による株価の急上昇の
機会を狙って当社の株式等の高価売抜けをする目的で当社の株式等の取得を行って
いると判断される場合

（ホ）買付者等の提案する当社の株式等の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収（最初
の買付条件よりも二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、
公開買付け等の株式等の買付け等を行うことをいいます。）等の、株主の皆様の判断
の機会又は自由を制約し、事実上、株主の皆様に当社の株式等の売却を強要するお
それがあると判断される場合

（ヘ）買付者等の提案する当社の株式等の買付条件（買付対価の種類及び金額、当該金額
の算定根拠、その他の条件の具体的内容（当該取得の時期及び方法を含みます。）、
違法性の有無並びに実現可能性等を含みますがこれらに限られません。）が、当社の
企業価値に照らして著しく不十分又は不適切なものであると判断される場合
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（ト）買付者等による支配権の取得により、当社株主はもとより、企業価値の源泉である
顧客、従業員その他の利害関係者との関係を破壊し、当社の企業価値・株主共同の
利益の著しい毀損が予想される等、当社の企業価値・株主共同の利益の確保又は向
上を著しく妨げるおそれがあると判断される場合

（チ）買付者等が支配権を取得する場合の当社の企業価値が、中長期的な将来の企業価値
との比較において、当該買付者等が支配権を取得しない場合の当社の企業価値に比
べ、著しく劣後すると判断される場合

（リ）買付者等の経営陣又は主要株主若しくは出資者に反社会的勢力又はテロ関連組織と
関係を有する者が含まれている場合等、買付者等が公序良俗の観点から当社の支配
株主として著しく不適切であると判断される場合

（ヌ）その他（イ）から（リ）までに準じる場合で、（i）当社の企業価値・株主共同の利
益を著しく損なうおそれがあると客観的かつ合理的に判断される場合であって、か
つ、（ⅱ）当該時点で対抗措置を発動しない場合には、当社の企業価値・株主共同の
利益が著しく損なわれることを回避することができないか又はそのおそれがあると
判断される買付け等である場合

⑥ 取締役会の決議
当社取締役会は、上記⑤に定める独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、当該勧告

を踏まえて当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から、速やかに対抗措
置の発動又は不発動その他必要な決議を行うものとします。
なお、当社取締役会は、独立委員会から対抗措置の発動又は不発動の決議をすべき旨の勧

告がなされた場合であっても、（ⅰ）買付者等による大規模買付け等の内容、株主総会の開
催に要する時間等諸般の事情を考慮の上、法令及び当社取締役の善管注意義務等に鑑みて、
独立委員会に対する諮問に加え、株主の意思を確認するために当社株主総会を開催すること
が実務上適切と判断した場合、（ⅱ）買付者等が本プランに規定する手続を遵守した場合に
おいて、対抗措置の発動の決議を行おうとする場合には、対抗措置を発動するか否かを株主
の皆様に問うべく、下記の⑦の方法により当社株主総会を招集するものとします。
また、当社取締役会が対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、（ⅰ）買付者

等が大規模買付け等を中止した場合又は（ⅱ）対抗措置を発動するか否かの判断の前提とな
った事実関係等に変動が生じ、かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という
観点から対抗措置の発動が相当でないと考えられる状況に至った場合には、当社取締役会
は、対抗措置発動の停止の決議を行うものとします。
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当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、当該決議の概要その他当社取締役会が適
切と判断する事項について、速やかに開示いたします。

⑦ 当社株主総会の招集
当社取締役会は、本プランによる対抗措置を発動することの可否について、（ⅰ）買付者

等による大規模買付け等の内容、株主総会の開催に要する時間等諸般の事情を考慮の上、法
令及び当社取締役の善管注意義務等に鑑みて、独立委員会に対する諮問に加え、株主の意思
を確認するために当社株主総会を開催することが実務上適切と判断した場合、（ⅱ）買付者
等が本プランに規定する手続を遵守した場合において、対抗措置の発動の決議を行おうとす
る場合には、可及的速やかに当社株主総会を招集します。この場合には、大規模買付け等
は、当社株主総会における対抗措置の発動議案否決及び当該株主総会の終結後に行われるべ
きものとします。当該株主総会において本プランによる対抗措置の発動承認議案が可決され
た場合、当社取締役会は、当該大規模買付け等に対して本プランによる対抗措置発動の決議
を行うこととします。
なお、当該株主総会において本プランによる対抗措置の発動承認議案が否決された場合に

は、当該大規模買付け等に対しては本プランによる対抗措置の発動は行われません。
当該株主総会の招集手続が執られた場合であっても、その後、当社取締役会において対抗

措置不発動の決議を行った場合や当社取締役会にて対抗措置の発動を決議することが相当で
あると判断するに至った場合には、当社は当社株主総会の招集手続を取り止めることができ
ます。かかる決議を行った場合も、当社は、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判
断する事項について、速やかに開示いたします。

（2）本プランにおける対抗措置の具体的内容
当社が本プランに基づき発動する対抗措置は、原則として、新株予約権（以下、「本新株予

約権」といいます。）の無償割当てとします。
本新株予約権の無償割当ての概要は、別紙４「新株予約権無償割当ての概要」に記載の通り

としますが、実際に本新株予約権の無償割当てをする場合には、(ⅰ）当社取締役会が所定の
手続に従って定める一定の買付者等並びにその共同保有者及び特別関係者並びにこれらの者が
実質的に支配し、これらの者と共同ないし協調して行動する者として当社取締役会が認めた者
等（以下、「例外事由該当者」といいます。）による権利行使は認められないとの行使条件又は
（ⅱ）当社が本新株予約権の一部を取得することとするときに、例外事由該当者以外の新株予
約権者が所有する本新株予約権のみを取得することができる旨を定めた取得条項等、大規模買
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付け等に対する対抗措置としての効果を勘案した行使期間、行使条件、取得条項等を設けるこ
とがあります。更に、本新株予約権を譲渡により取得するには、当社取締役会の承認が必要で
す。
当社は、本プランにおける対抗措置を発動した場合、当該決議の概要その他当社取締役会が

適切と判断する事項について、速やかに開示いたします。

（3）本プランの有効期間、廃止及び変更
本プランの有効期間は、本総会の日から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会終結の時までとします。
但し、当該有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更又は廃止

の決議がなされた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更又は廃止されるもの
とします。また、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの
廃止の決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。
なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令若しくは金融商品取引所規

則の変更又はこれらの解釈・運用の変更、又は税制、裁判例等の変更に伴う形式的な変更が必
要と判断した場合は、随時、独立委員会の意見を踏まえた上で、本プランを修正し、又は変更
することができるものとします。
他方、当社取締役会が、本プランの内容について当社株主の皆様に実質的な影響を与えるよ

うな変更を行う場合には、改めて直近で開催される株主総会に付議し株主の皆様のご承認をい
ただくことといたします。
当社は、本プランが廃止され又は本プランの内容について当社株主の皆様に実質的な影響を

与えるような変更が行われた場合には、当該廃止又は変更の事実及び（変更の場合には）変更
内容その他当社取締役会が適切と認める事項について、速やかに開示いたします。

３．本プランの合理性
本プランは、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の

利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同
の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足
しており、かつ、企業価値研究会が2008年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏ま
えた買収防衛策の在り方」、東京証券取引所が2015年６月１日に公表し、2018年６月１日及
び2021年６月11日にそれぞれ改訂を行った「コーポレートガバナンス・コード」の「原則１
-５.いわゆる買収防衛策」及び買収行動指針その他の買収への対応方針に関する実務・議論を
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踏まえた内容となっており、高度の合理性を有するものです。

（1）企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則
本プランは、上記１．に記載の通り、当社株式等に対する大規模買付け等がなされた際

に、当該大規模買付け等に応じるべきか否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役
会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交
渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上
させるという目的をもって導入され、継続されるものです。

（2）事前開示・株主意思の原則
本プランは、その目的、具体的内容、効果等を開示の上、当社株主総会におけるご承認を

経て導入され、継続してきているところ、本総会においてもその継続を議案としてお諮りす
ることを当社取締役会で決議しており、その目的、具体的内容、効果等をここに開示してお
ります。また、上記２．(3)に記載の通り、本プランは、本総会においてご承認いただいた
後も、①その後の当社株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなされた場合に
は、本プランも当該決議に従い変更又は廃止されることになり、かつ、②当社株主総会にお
いて選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合に
は、本プランはその時点で廃止されるものとしております。従いまして、本プランの導入・
継続及び廃止には、事前の開示に基づき、株主の皆様のご意思が十分反映される仕組みとな
っています。
さらに、上記２．(1)⑥及び⑦に記載の通り、本プランに基づく対抗措置の発動に際して

も、買付者等が本プランに規定する手続を遵守した場合においては、対抗措置の発動の決議
を行おうとする場合には、当社株主総会を招集し、当社の株主の皆様の意思確認を経ること
とします。なお、買付者等が、本プランに記載した手続を遵守せず、大規模買付け等を実行
しようとする場合には、当社は、独立委員会による勧告を最大限尊重した上で、株主の皆様
の意思確認のための株主総会を開催することなく、やむを得ず対抗措置を発動することがあ
ります。
このように、本プランは、株主意思を最大限尊重するものとなっています。

（3）必要性・相当性確保の原則
① 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示の徹底
当社は、上記２．に記載の通り、本プランに基づく大規模買付け等への対抗措置の発動
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等に関する取締役会の恣意的判断を排し、取締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を
確保することを目的として独立委員会を設置し、当社取締役会は、対抗措置の発動又は不
発動の決議に際して独立委員会の勧告を最大限尊重することとしております。また、独立
委員会の判断が当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するようになされるこ
とを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から独
立した外部専門家（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、
弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることができるものと
しております。
更に、当社は、独立委員会の判断の概要について株主及び投資家の皆様に情報開示を行

うこととし、当社の企業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行わ
れる仕組みを確保しています。

② 合理的な客観的発動要件の設定
本プランは、上記２．に記載の通り、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ

発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための
仕組みを確保しています。

③ デッドハンド型又はスローハンド型の買収への対応方針ではないこと
上記２．（3）に記載の通り、本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成さ

れる取締役会により、いつでも廃止することができるものとされております。従って、本
プランは、デッドハンド型の買収への対応方針（取締役会の構成員の過半数を交代させて
も、なお発動を阻止できない買収への対応方針）ではありません。
また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型の買収への

対応方針（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止す
るのに時間を要する買収への対応方針）でもありません。

４．株主及び投資家の皆様への影響等
（1）本プランの導入・継続時に株主及び投資家の皆様に与える影響

本プランの導入・継続時には、本新株予約権の発行自体は行われません。従って、本プラ
ンがその導入・継続時に株主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対し
て直接具体的な影響を与えることはありません。
なお、上記２．（1）に記載の通り、買付者等が本プランを遵守するか否か等により当該買
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付行為に対する当社の対応方針が異なりますので、株主及び投資家の皆様におかれまして
は、買付者等の動向にご注意ください。

（2）本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響
当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、本新株予約権の無償割当てを行う場合には、別

途定める割当て期日における株主名簿に記録された株主の皆様に対し、その保有する株式１
株につき本新株予約権１個を上限とした割合で、本新株予約権が無償にて割り当てられま
す。このような仕組み上、本新株予約権の無償割当て時においても、株主の皆様が保有する
当社株式１株当たりの価値の希釈化は生じるものの保有する当社株式全体の価値の希釈化は
生じず、株主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な
影響を与えることは想定しておりません。
但し、例外事由該当者につきましては、この対抗措置の発動により、結果的に、法的権利

又は経済的利益に何らかの影響が生じる場合があります。
なお、当社が、本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であって、その後に対抗措置

発動の停止を決定した場合には、当社株式の株価に相応の変動が生じる可能性があります。
例えば、本新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後において、当社が対抗措
置の発動を停止し、本新株予約権を無償取得して新株を交付しない場合には、株主の皆様が
保有する当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生じないことになるため、当社株式１
株当たりの経済的価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った株主及び投資家の皆
様は、株価の変動により損害を被る可能性がある点にご留意ください。
また、本新株予約権の行使又は取得に関して差別的条件を付す場合には、当該行使又は取

得に際して、例外事由該当者の法的権利、経済的利益に影響が生じることが想定されます
が、この場合であっても、例外事由該当者以外の株主の皆様の有する当社株式に係る法的権
利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。

（3）本新株予約権の無償割当てに伴う株主の皆様の手続
本新株予約権の割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様は、当該新株

予約権の無償割当ての効力発生日において当然に新株予約権者となるため、申込みの手続は
不要です。
また、無償割当てがなされる本新株予約権に取得条項が付され、当社が本新株予約権を取

得する場合、株主の皆様は、新株予約権の行使価格相当の金銭を払い込むことなく、当社に
よる本新株予約権の取得の対価として、当社株式を受領することになります。但し、例外事
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由該当者については、その有する本新株予約権が取得の対象とならないことがあります。
以上のほか、割当て方法、行使の方法及び当社による取得の方法、株式の交付方法等の詳

細については、本新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会の決議が行われた後、当社
は、その手続の詳細に関して、適用ある法令及び金融商品取引所規則に基づき、適時かつ適
切に開示又は通知を行いますので当該開示又は通知の内容をご確認ください。
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当社株式の状況 【別紙１】
2026年３月31日現在
（1）発行可能株式総数 30,000,000株

（2）発行済株式の総数 9,127,338株（うち自己株式19,554株）

（3）株主数 1,447名

（4）大株主

株 主 名
当社への出資状況

持 株 数 持 株 比 率
フリージア・マクロス株式会社 1,796 千株 19.73 ％
ＢＲＩＤＧＥＳＴＲＥＡＭ ＬＩＭＩＴＥＤ， ＡＳ ＴＲＵＳＴＥＥ ＯＦ ＡＸ
Ｃ ＳＴＲＡＴＥＧＩＣ ＯＰＰＯＲＴＵＮＩＴＩＥＳ
(常任代理人 立花証券株式会社)

1,129 12.40

ＢＢＨ ＦＯＲ ＦＩＤＥＬＩＴＹ ＬＯＷ−ＰＲＩＣＥＤ ＳＴＯＣＫ ＦＵＮＤ
（常任代理人 株式会社三菱ＵＦＪ銀行） 605 6.64

日邦産業社員持株会 553 6.07
Ｂｒｉｄｇｅｓｔｒｅａｍ Ｌｉｍｉｔｅｄ， ａｓ Ｔｒｕｓｔｅｅ ｏｆ ＡＸ
Ｃ Ｓｔｒａｔｅｇｉｃ Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｉｅｓ
(常任代理人 立花証券株式会社)

517 5.68

株式会社フジミインコーポレーテッド 337 3.71

株式会社三井住友銀行 274 3.01

田中 喜佐夫 230 2.53
株式会社三菱UFJ銀行 216 2.38
田中 善慶 182 2.00
（注）１．持株比率は、自己株式（19,554株）を控除して計算しております。なお、自己株式には「信託型従業員持株インセンティ

ブプラン(E-Ship)」により、野村信託銀行株式会社(日邦産業従業員持株会専用信託口)が保有する当社株式41,000株は含め
ておりません。
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２．2025年12月26日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、Axium Capital Pte. Ltd.が
2025年12月26日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年３月31日現在における
実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。
なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は以下の通りであります。

氏名又は名称 住所 保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

アクシウム・キャピタル・ピーティーイー・エ
ルティーディー
（Axium Capital Pte. Ltd.）

９ストレイツ・ビュー、♯06-07、
マリーナ・ワン・ウェスト・タワー、シン
ガポール018937
（９ Straits View, #06-07, Marina
One West Tower, Singapore
018937）

1,611 17.66
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独立委員会規則の概要 【別紙２】
１．独立委員会は、当社取締役会の決議により、大規模買付け等への対抗措置の発動等に関する

取締役会の恣意的判断を排し、取締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を確保すること
を目的として、設置される。

２．独立委員会委員は、３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立した当社社外取締
役又は社外有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士、若しくは学
識経験者又はこれらに準じる者）のいずれかに該当する者の中から、当社取締役会の決議に
基づき選任される。なお、当社は、独立委員会委員との間で、善管注意義務及び秘密保持義
務に関する規定を含む契約を締結する。

３．独立委員会の委員の任期は、選任のときから１年以内に終了する事業年度のうち最終のもの
に関する定時株主総会の終結の日又は別途当該独立委員会委員と当社が合意した日までとす
る。但し、当社取締役会の決議により別段の定めをした場合はこの限りではない。

４．独立委員会は、当社代表取締役又は各独立委員会委員が招集する。
５．独立委員会の議長は、各独立委員会委員の互選により選定される。
６．独立委員会の決議は、原則として、独立委員会委員全員が出席し、その過半数をもってこれ

を行う。但し、独立委員会委員のいずれかに事故があるときその他特段の事由があるとき
は、当該独立委員会委員を除く独立委員会委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行
う。

７．独立委員会は、以下の各号に記載される事項について審議の上決議し、その決議内容を、理
由を付して当社取締役会に対して勧告する。

（1）本プランに係る対抗措置の発動の是非
（2）本プランに係る対抗措置発動の停止
（3）本プランの廃止及び変更
（4）その他本プランに関連して当社取締役会が任意に独立委員会に諮問する事項

各独立委員会委員は独立委員会における審議及び決議においては、専ら当社の企業価
値・株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、自己又は当社の
経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。

８．独立委員会は、必要に応じて、当社の取締役又は従業員その他必要と認める者を出席させ、
独立委員会が求める事項に関する意見又は説明を求めることができる。

９．独立委員会は、その職務の遂行に当たり、当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から
独立した外部専門家（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、
弁護士、コンサルタントその他の専門家を含む。）から助言を得ることができる。
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独立委員会委員の氏名及び略歴（2026年６月23日現在） 【別紙３】
氏名 略歴

ウメ ノ ツトム

梅 野 勉
（1951年３月生）

1976 年 9 月 本田技研工業（株）入社
1995 年 9 月 Honda Australia Pty., Ltd. 代表取締役社長
1998 年 6 月 本田技研工業（株）東アジア大洋州部長
2000 年 4 月 フォルクスワーゲングループジャパン（株）代表取締役
2001 年 ７ 月 同社代表取締役社長

Volkswagen AG グループ最高経営メンバー
2005 年 5 月 日本自動車輸入組合理事長
2008 年 2 月 フォルクスワーゲングループジャパン（株）代表取締役会長
2009 年 7 月 （株）M&C SAATCHI Managing Partner
2010 年 6 月 三井金属アクト（株）社外取締役
2015 年 6 月 （株）シモジマ 社外取締役（現任）
2020 年 6 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

蒲
ガ

生
モウ

貞
テイ

一
イチ

（1957年３月生）

1975 年 ４ 月 名古屋国税局入局
2005 年 ７ 月 大森税務署副署長
2007 年 ７ 月 名古屋国税不服審判所国税副審判官
2010 年 ７ 月 名古屋国税局総務部国税広報広聴室長
2011 年 ７ 月 名古屋国税局課税第二部消費税課長
2012 年 ７ 月 伊勢税務署長
2013 年 ７ 月 名古屋国税局課税第二部法人課税課長
2014 年 ７ 月 名古屋国税局総務部総務課長
2015 年 ７ 月 名古屋国税局総務部次長
2016 年 ７ 月 名古屋国税局徴収部長
2017 年 ８ 月 税理士登録

蒲生貞一税理士事務所開所 所長（現任）
2020 年 ４ 月 ㈱丹羽由 社外監査役（現任）
2020 年 ６ 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
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氏名 略歴

仁
ニ

科
シナ

秀
ヒデ

隆
タカ

（1979年３月生）

2002 年10月 弁護士登録 アンダーソン・毛利法律事務所
（現、アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業）入所

2003 年10月 日本銀行業務局出向
2006 年 ５ 月 法務省民事局参事官室出向
2010 年 ２ 月 中村・角田・松本法律事務所入所
2011 年 １ 月 中村・角田・松本法律事務所 パートナー（現任）
2017 年 ９ 月 公認不正検査士登録
2023 年 ３ 月 株式会社日本アクア社外取締役（監査等委員）（現任）

※梅野勉氏、蒲生貞一氏は株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の定める独立役員として届け出ております。
※梅野勉氏、蒲生貞一氏及び仁科秀隆氏と当社との間には、特別の利害関係又は取引関係はありません。
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新株予約権無償割当ての概要 【別紙４】
１．本新株予約権の割当総数

本新株予約権の割当総数は、本新株予約権の無償割当てに関する取締役会決議（以下、
「本新株予約権無償割当て決議」といいます。）において当社取締役会が別途定める一定の日
（以下、「割当て期日」といいます。）における当社の最終の発行済株式総数（但し、同時点
において当社の有する当社株式の数を除きます。）と同数を上限として、当社取締役会が本
新株予約権無償割当て決議において別途定める数とします。

２．割当対象株主
割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その保有する当社普通株式

（但し、同時点において、当社の有する当社株式を除きます。）１株につき１個を上限とし
て、当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める割合で本新株予約権の
無償割当てをします。

３．本新株予約権の無償割当ての効力発生日
本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める日とします。

４．本新株予約権の目的である株式の種類及び数
本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目

的である株式の数は、１株を上限として当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議におい
て別途定める数とします。但し、当社が株式の分割又は株式の併合等を行う場合は、所要の
調整を行うものとします。

５．本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及び価格
本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出

資される財産の当社普通株式１株当たりの金額は１円以上で当社取締役会が本新株予約権無
償割当て決議において別途定める額とします。

６．本新株予約権の譲渡制限
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとします。
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７．本新株予約権の行使条件
新株予約権の行使条件は当社取締役会において別途定めるものとします（なお、当社取締

役会が所定の手続に従って定める一定の買付者等並びにその共同保有者及び特別関係者並び
にこれらの者が実質的に支配し、これらの者と共同ないし協調して行動する者として当社取
締役会が認めた者等（以下、「例外事由該当者」といいます。）による権利行使は認められな
いとの行使条件等、大規模買付け等に対する対抗措置としての効果を勘案した行使条件を付
すこともあり得ます。）。

８．当社による本新株予約権の取得
当社は、当社取締役会が別途定める日において、本新株予約権の全部又は例外事由該当者

以外の新株予約権者が保有する本新株予約権についてのみを取得することができる旨の取得
条項等を付すことがあり得ます。

９．対抗措置発動の停止等の場合の無償取得
当社取締役会が、対抗措置の発動を停止した場合その他本新株予約権無償割当て決議にお

いて当社取締役会が別途定める場合には、当社は、本新株予約権の全部を無償にて取得する
ことができるものとします。

10. 本新株予約権の行使期間等
本新株予約権の行使期間その他必要な事項については、当社取締役会が本新株予約権無償

割当て決議において別途定めるものとします。

以 上



※　本図は、本プランの手続の流れに関する概要を記載したものです。詳細につきましては、
本文をご参照下さい。

本プランのイメージ図

独立委員会

取締役会

株主総会

対抗措置不発動/停止等

本プランのルール遵守 本プランのルール不遵守

独立委員会

取締役会

株主総会

対抗措置発動

原則として対抗措置不発動
の勧告。但し、グリーンメ
イラー等に該当する場合は
対抗措置発動の勧告。

原則として対抗措置
発動の勧告。

買付者等の出現

【参考資料】
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 略 図
会 場 栄ガスビル ５階 栄ガスホール

名古屋市中区栄三丁目15番33号

交通の
ご案内

地下鉄 東山線・名城線「栄」
サカエチカ６番出口より徒歩約５分
名城線「矢場町」６番出口より徒歩約３分

※駐車場の準備はいたしておりませんので、
ご了承のほどお願い申し上げます。

ご来場にあたり、
サポートが必要な方は、株主総会前日
までにお電話でご連絡ください。
日邦産業株式会社
電話：(052)218-3161(代表)
土日祝日を除く９:00〜17:30


